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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表される化合物、重合開始剤、及び下記一般式（１）で表される化
合物とは構造の異なる重合性化合物を含む重合性組成物。
【化１】

 
　一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立に、水素原子、アミノ基、カルボン酸
基、カルボン酸エステル基、スルホン酸基、スルホン酸エステル基、シリル基、ニトロ基
、シアノ基、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、複素環基、又はホ
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スホノ基を表し、Ｒ３は、アミノ基、カルボン酸基、カルボン酸エステル基、スルホン酸
基、スルホン酸エステル基、シリル基、ニトロ基、シアノ基、アルキル基、アルケニル基
、アルキニル基、アリール基、複素環基、又はホスホノ基を表す。
【請求項２】
　一般式（１）におけるＲ１が、水素原子、アルキル基、又はアリール基を表し、Ｒ３が
アルキル基、又はアリール基を表し、Ｒ２が水素原子、カルボン酸基、カルボン酸エステ
ル基、又はシアノ基を表す、請求項１に記載の重合性組成物。
【請求項３】
　一般式（１）におけるＲ１及びＲ３が、それぞれ独立に、炭素数１～８のアルキル基を
表し、Ｒ２が、水素原子、カルボン酸基、又はカルボン酸エステル基を表す、請求項１又
は請求項２に記載の重合性組成物。
【請求項４】
　一般式（１）におけるＲ１及びＲ３が、それぞれ独立に、メチル基又はエチル基を表し
、Ｒ２が、水素原子を表す、請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の重合性組成物。
【請求項５】
　一般式（１）で表される化合物の含有量が、重合性組成物全量に対し、１０質量％～３
０質量％である、請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の重合性組成物。
【請求項６】
　一般式（１）で表される化合物とは構造の異なる重合性化合物が、単官能重合性化合物
を含む、請求項１～請求項５のいずれか１項に記載の重合性組成物。
【請求項７】
　単官能重合性化合物が、２－フェノキシエチルアクリレート、環状トリメチロールプロ
パンフォルマルアクリレート、イソボルニルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアク
リレート、２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、２－（２－ビニロキシエ
トキシ）エチルアクリレート、オクチルアクリレート、デシルアクリレート、トリデシル
アクリレート、イソデシルアクリレート、ラウリルアクリレート、３，３，５－トリメチ
ルシクロヘキシルアクリレート、４－ｔ－ブチルシクロヘキシルアクリレート、及びＮ－
ビニルカプロラクタムからなる群より選択される少なくとも１種である、請求項６に記載
の重合性組成物。
【請求項８】
　一般式（１）で表される化合物とは構造の異なる重合性化合物が、多官能重合性化合物
を含む、請求項１～請求項７のいずれか１項に記載の重合性組成物。
【請求項９】
　重合開始剤が、アシルフォスフィンオキシド化合物及びαアミノケトン化合物からなる
群より選択される少なくとも１種の化合物を含む、請求項１～請求項８のいずれか１項に
記載の重合性組成物。
【請求項１０】
　請求項１～請求項９のいずれか１項に記載の重合性組成物を含有する、インクジェット
記録用インク組成物。
【請求項１１】
　請求項１０に記載のインクジェット記録用インク組成物を、記録媒体上にインクジェッ
ト記録装置により付与する工程と、記録媒体上に付与されたインク組成物に活性放射線を
照射して硬化させる工程と、を含む、インクジェット記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重合性組成物、インクジェット記録用インク組成物、インクジェット記録方
法、及び記録物に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　重合開始剤と重合性化合物とを含み、エネルギー付与により重合開始剤から発生する活
性種が重合性化合物の重合を進行させて硬化する重合性組成物は、硬化型のインク組成物
、コーティング剤、塗料、平版印刷版の画像記録層等の種々の用途に用いられる。
　重合性組成物は、エネルギー付与により高感度で硬化し、硬化膜を形成することが求め
られる。一方で、高感度化を図ると、熱や光により所望されない硬化反応が生じ、保存安
定性が低下するという問題がある。
　重合性組成物の用途として、特に、画像データ信号に基づき、紙等の記録媒体に画像を
形成するインクジェット記録用インク組成物は、安価な装置で実施可能であり、且つ、必
要とされる画像部のみにインクを射出して記録媒体上に直接画像形成を行うため、インク
を効率良く使用でき、ランニングコストが安い。さらに、インクジェット記録方法は、騒
音が少なく、画像記録方式として優れている。
【０００３】
　インクジェット記録方式によれば、普通紙のみならず、プラスチックシート、金属板等
の非吸水性の記録媒体にも印字可能である。ここで、印字する際の高速化及び高画質化が
重要な課題となっており、印字後の液滴の乾燥、硬化に要する時間が、印刷物の生産性や
印字画像の鮮鋭度に大きく影響する性質を有している。
　インクジェット記録方式の一つとして、放射線照射等のエネルギー付与により、硬化可
能なインクジェット記録用インクを用いた記録方式がある。この方法によれば、インク射
出後直ちに又は一定の時間後に放射線照射し、インク液滴を硬化させることで、印字の生
産性が向上し、鮮鋭な画像を形成することができる。
【０００４】
　紫外線硬化型のインク組成物においては、優れた硬化性のみならず、例えば、熱可塑性
の記録媒体にインク画像を形成する際には、形成された画像、即ち、硬化膜の基材との密
着性が求められる。このため、架橋密度や分子量を適切に調整する目的でインク組成物に
チオール化合物等の連鎖移動剤を添加することが行われている。しかしながら、連鎖移動
剤の添加量を増加させると、インク組成物の保存安定性が低下する傾向があり、適正な物
性の確保と保存安定性の両立は困難であるのが現状である。
　活性エネルギー線の照射により硬化可能な硬化性組成物の一例として、アクリル酸エス
テルと、フェノール系酸化防止剤と、有機ホスフィン酸とを含有し、硬化性に優れ、硬化
膜の変色が抑制された硬化性樹脂組成物が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
　この硬化性組成物においては、低分子量の重合性化合物として、例えば、メチレンマロ
ン酸の如き単官能のα，β-不飽和化合物を用いうることが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－２３６３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、硬化性組成物の保存安定性、硬化性の維
持、及び形成された硬化膜の変色抑制については考慮されているが、硬化性組成物が形成
する硬化膜の強度等については深く検討されていない。
　本発明者の検討によれば、特許文献１に記載された硬化性組成物では、フェノール系酸
化防止剤等の硬化性に寄与しない成分を含有するために、得られた硬化膜の強度、基材と
の密着性には、なお改良の余地があることが判明した。
【０００７】
　本発明の課題は、基材との密着性に優れ、強度の良好な硬化膜を形成しうる重合性組成
物を提供することにある。
　また、本発明の別の課題は、エネルギーの付与により、記録媒体との密着性に優れ、強
度の良好な画像を形成しうるインクジェット記録用インク組成物、インク組成物を用いた
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インクジェット記録方法、及び記録物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は以下の態様を含む。
＜１＞　下記一般式（１）で表される化合物、重合開始剤、及び下記一般式（１）で表さ
れる化合物とは構造の異なる重合性化合物を含む重合性組成物。
【０００９】
【化１】

 
【００１０】
　一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立に、水素原子、アミノ基、カルボン酸
基、カルボン酸エステル基、スルホン酸基、スルホン酸エステル基、シリル基、ニトロ基
、シアノ基、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、複素環基、又はホ
スホノ基を表し、Ｒ３は、アミノ基、カルボン酸基、カルボン酸エステル基、スルホン酸
基、スルホン酸エステル基、シリル基、ニトロ基、シアノ基、アルキル基、アルケニル基
、アルキニル基、アリール基、複素環基、又はホスホノ基を表す。
＜２＞　一般式（１）におけるＲ１が、水素原子、アルキル基、又はアリール基を表し、
Ｒ２が、水素原子、カルボン酸基、カルボン酸エステル基、又はシアノ基を表し、Ｒ３が
、アルキル基、又はアリール基を表す、＜１＞に記載の重合性組成物。
＜３＞　一般式（１）におけるＲ１及びＲ３が、それぞれ独立に、炭素数１～８のアルキ
ル基を表し、Ｒ２が、水素原子、カルボン酸基、又はカルボン酸エステル基を表す、＜１
＞又は＜２＞に記載の重合性組成物。
＜４＞　一般式（１）におけるＲ１及びＲ３が、それぞれ独立に、メチル基又はエチル基
を表し、Ｒ２が、水素原子を表す、＜１＞～＜３＞のいずれか１つに記載の重合性組成物
。
【００１１】
＜５＞　一般式（１）で表される化合物の含有量が、重合性組成物全量に対し、１０質量
％～３０質量％である、＜１＞～＜４＞のいずれか１つに記載の重合性組成物。
＜６＞　一般式（１）で表される化合物とは構造の異なる重合性化合物が、単官能重合性
化合物を含む、＜１＞～＜５＞のいずれか１つに記載の重合性組成物。
＜７＞　単官能重合性化合物が、２－フェノキシエチルアクリレート、環状トリメチロー
ルプロパンフォルマルアクリレート、イソボルニルアクリレート、テトラヒドロフルフリ
ルアクリレート、２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、２－（２－ビニロ
キシエトキシ）エチルアクリレート、オクチルアクリレート、デシルアクリレート、トリ
デシルアクリレート、イソデシルアクリレート、ラウリルアクリレート、３，３，５－ト
リメチルシクロヘキシルアクリレート、４－ｔ－ブチルシクロヘキシルアクリレート、及
びＮ－ビニルカプロラクタムからなる群より選択される少なくとも１種である、＜６＞に
記載の重合性組成物。
＜８＞　一般式（１）で表される化合物とは構造の異なる重合性化合物が、多官能重合性
化合物を含む、＜１＞～＜７＞のいずれか１つに記載の重合性組成物。
＜９＞　重合開始剤が、アシルフォスフィンオキシド化合物及びαアミノケトン化合物か
らなる群より選択される少なくとも１種の化合物を含む、＜１＞～＜８＞のいずれか１つ
に記載の重合性組成物。
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【００１２】
＜１０＞　＜１＞～＜９＞のいずれか１つに記載の重合性組成物を含有する、インクジェ
ット記録用インク組成物。
＜１１＞　＜１０＞に記載のインクジェット記録用インク組成物を、記録媒体上にインク
ジェット記録装置により付与する工程と、記録媒体上に付与されたインク組成物に活性放
射線を照射して硬化させる工程と、を含む、インクジェット記録方法。
【００１３】
　本発明の作用は明確ではないが、以下のように推定している。
　本発明においては、重合性組成物の重合成分として、一般式（１）で表される化合物を
含有する。一般式（１）で表される化合物は、自身も重合性化合物として硬化反応に寄与
する。さらに、一般式（１）で表される化合物は、分子内にＲ３－Ｏ－で表される極性の
高い置換基を有する化合物であり、この化合物を含有することで、重合性組成物に高い極
性を与え、結果として、重合性組成物において、重合阻害の要因となり得る溶存酸素の含
有量が低減される。このため、重合性組成物にエネルギー付与する際に発生する活性種は
、溶存酸素による重合阻害が抑制された状態で機能を発揮し、重合性組成物に含まれる重
合性化合物の重合、硬化が効率よく進行する。従って、本発明の重合性組成物は、高感度
で硬化し、形成された硬化膜は架橋密度が高く、高強度で、且つ、基材への密着性に優れ
ると考えられる。なお、類似の骨格を有していても、分子内にＲ３－Ｏ－で表される置換
基を有しないアルキレンマロン酸及びそのエステルの如き化合物は、重合性化合物として
機能はするものの、重合性組成物に含有させても本発明の効果は奏し得ない。
　本発明の好ましい態様では、一般式（１）で表される化合物とは構造の異なる重合性化
合物として、単官能重合性化合物を含有することで、重合性組成物の粘度が低く維持され
、且つ、重合により得られた硬化膜は、適切な分子量と架橋密度を有する。さらに、重合
性化合物として、多官能重合性化合物を併用することで、得られる硬化膜の架橋密度がよ
り向上し、より高強度な硬化膜を形成しうる。しかしながら、本発明は、既述の推定機構
には何ら制限されない。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、基材との密着性に優れ、強度の良好な硬化膜を形成しうる重合性組成
物を提供することができる。
　また、本発明によれば、エネルギーの付与により、記録媒体との密着性に優れ、強度の
良好な画像を形成しうるインクジェット記録用インク組成物、インク組成物を用いたイン
クジェット記録方法、及び記録物を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
〔重合性組成物〕
　まず、本発明の重合性組成物について説明する。
　なお、本明細書において「アクリレート」、「メタクリレート」の双方、或いはいずれ
かを指す場合「（メタ）アクリレート」と、「アクリル」、「メタクリル」の双方或いは
いずれかを指す場合「（メタ）アクリル」と、それぞれ記載することがある。
　本明細書において「～」を用いて記載した数値範囲は、「～」の前後の数値を下限値及
び上限値として含む数値範囲を表す。
　本明細書において「工程」との語は、独立した工程だけでなく、他の工程と明確に区別
できない場合であっても工程の所期の目的が達成されれば、本用語に含まれる。
【００１６】
　本発明の重合性組成物は、一般式（１）で表される化合物（以下、化合物（Ａ）と称す
ることがある）、重合開始剤（以下、開始剤（Ｂ）と称することがある）、及び下記一般
式（１）で表される化合物とは構造の異なる重合性化合物（以下、他の重合性化合物（Ｃ
）と称することがある）を含む重合性組成物である。
【００１７】
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＜一般式（１）で表される化合物：化合物（Ａ）＞
　本発明における化合物（Ａ）は、下記一般式（１）で表される化合物であり、分子内に
Ｒ３－Ｏ－で表される基を有することで、極性の高い重合性化合物である。
【００１８】
【化２】

 
【００１９】
　一般式（１）中、Ｒ１、及びＲ２は、それぞれ独立に、水素原子又は１価の有機基を表
し、Ｒ３は、１価の有機基を表す。
【００２０】
　なお、本発明において、１価の有機基とは、有機性の置換基を示し、例えば、アミノ基
、カルボン酸基、カルボン酸エステル基、スルホン酸基、スルホン酸エステル基、シリル
基、ニトロ基、シアノ基、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、複素
環基、ホスホノ基等が挙げられる。
【００２１】
　アルキル基は、直鎖状であっても、分岐を有していても、環状であってもよい。アルキ
ル基としては、炭素数１～８の直鎖状又は炭素数３～８の分岐鎖を有するアルキル基が好
ましく、炭素数１～５の直鎖状アルキル基がより好ましく、メチル基又はエチル基がさら
に好ましい。
　アリール基としては、単環構造であっても多環構造であってもよく、炭素数６～１２の
アリール基が挙げられる。アリール基は置換基を有していてもよい。アリール基としては
、具体的には、フェニル基、ベンジル基、フェネチル基、トリル基、ナフチル基等が挙げ
られ、フェニル基、ベンジル基、フェネチル基が好ましい。
　カルボン酸エステル基、スルホン酸エステル基におけるエステルとしては、アルキルエ
ステル等が挙げられ、炭素数１～４のアルキルエステル基が好ましい。
　アルケニル基、アルキニル基としては、既述のアルキル基に由来する基等が好ましい。
　複素環基としては、環構造にヘテロ原子として、酸素原子、窒素原子、硫黄原子等を含
む置換基、例えば、チエニル基、フリル基、ピリジル基、イミダゾリル基、キノリル基等
が挙げられ、フリル基が好ましい。
【００２２】
　Ｒ３における１価の有機基としては、アルキル基、アリール基等の炭化水素基が挙げら
れ、Ｒ３－Ｏ－基の極性がより高いという観点から、炭素数１～８の直鎖状又は炭素数３
～８の分岐鎖を有するアルキル基が好ましく、炭素数１～５の直鎖状アルキル基がより好
ましく、メチル基又はエチル基がさらに好ましい。
【００２３】
　化合物（Ａ）としては、Ｒ１が、水素原子、アルキル基又はアリール基を表し、Ｒ２が
、水素原子、カルボン酸基、カルボン酸エステル基、又はシアノ基を表し、且つ、Ｒ３が
、アルキル基又はアリール基を表す化合物が好ましく、Ｒ１及びＲ３が、それぞれ独立に
、炭素数１～８のアルキル基を表し、且つ、Ｒ２が、水素原子、カルボン酸基、又はカル
ボン酸エステル基を表す化合物がより好ましく、Ｒ１及びＲ３が、それぞれ独立に、メチ
ル基又はエチル基を表し、Ｒ２が水素原子を表す化合物がさらに好ましい。
　以下に、化合物（Ａ）の好ましい具体例である例示化合物（Ａ－１）～（Ａ－７）を挙
げるが、本発明は以下の具体例に制限されない。
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【００２４】
【化３】

【００２５】
　例示化合物の中でも、得られる硬化膜の強度がより高いという観点から、例示化合物（
Ａ－６）、（Ａ－７）等が好ましい。
　本発明に係る化合物（Ａ）は、例えば、国際公開第２００９／０５６２９３号パンフレ
ットに記載の方法で合成することができる。また、化合物（Ａ）は、市販品としても入手
可能であり、市販品としては、例えば、東京化成工業株式会社製のメチル３－メトキシア
クリレート、株式会社ダイセル製のＢＭＭＡ（商品名）等が挙げられる。
【００２６】
　本発明の重合性組成物は、化合物（Ａ）を１種のみ含有してもよく、２種以上含有して
もよい。
　重合性組成物における化合物（Ａ）の含有量は、特に制限はないが、効果の観点から、
重合性組成物全量に対して、１０質量％～３０質量％であることが好ましく、１５質量％
～２５質量％であることがより好ましい。
【００２７】
＜重合開始剤：開始剤（Ｂ）＞
　本発明の重合性組成物は、重合開始剤〔開始剤（Ｂ）〕を含有する。開始剤（Ｂ）は、
活性エネルギー線の照射により活性種である重合開始種を生成する化合物であり、公知の
光重合開始剤、及び熱重合開始剤より適宜選択して使用することができる。
　ここで活性エネルギー線とは、照射により重合性組成物中において活性種を発生させう
るエネルギーを付与することができるものであれば特に制限はない。活性エネルギー線と
しては、例えば、α線、γ線、Ｘ線、紫外線、赤外線、可視光線、電子線等が挙げられる
。これらのうち、硬化感度及び装置の入手容易性の観点から、活性エネルギー線としては
、紫外線又は電子線が好ましく、紫外線がより好ましい。
　従って、本発明の重合性組成物としては、活性エネルギー線として、紫外線を照射する
ことにより硬化可能な重合性組成物であることが好ましい。
【００２８】
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　本発明における開始剤（Ｂ）としては、ラジカル重合開始剤が好ましく、例えば、（ａ
）芳香族ケトン化合物、（ｂ）アシルフォスフィン化合物、（ｃ）芳香族オニウム塩化合
物、（ｄ）有機過酸化物、（ｅ）チオ化合物、（ｆ）ヘキサアリールビイミダゾール化合
物、（ｇ）ケトオキシムエステル化合物、（ｈ）ボレート化合物、（ｉ）アジニウム化合
物、（ｊ）メタロセン化合物、（ｋ）活性エステル化合物、（ｌ）炭素ハロゲン結合を有
する化合物、（ｍ）α－アミノケトン化合物、並びに（ｎ）アルキルアミン化合物等が挙
げられる。
　ラジカル重合開始剤の例としては、例えば、特開２００６－０８５０４９号公報の明細
書の段落番号［０１３５］～［０２０８］に記載されたラジカル重合開始剤を挙げること
ができる。
【００２９】
　本発明で用いる開始剤（Ｂ）としては、硬化感度に優れるという観点から、（ｌ）炭素
ハロゲン結合を有する化合物、（ｇ）ケトオキシムエステル化合物、（ｍ）α－アミノケ
トン化合物、及び（ｂ）アシルフォスフィン化合物であるアシルフォスフィンオキシド化
合物からなる群より選択される開始剤（Ｂ）が好ましく挙げられる。なかでも、α－アミ
ノケトン化合物、及びアシルフォスフィンオキシド化合物からなる群より選択される開始
剤（Ｂ）が好ましい。
【００３０】
　炭素ハロゲン結合を有する化合物としてはトリアジン化合物が挙げられ、例えば特開平
８－２６９０４９号公報、特表２００５－５０３５４５号公報、非特許文献Ｊ．Ａｍ，Ｃ
ｈｅｍ．Ｓｏｃ．１９９９，１２１，ｐ６１６７～６１７５等に記載の化合物を挙げるこ
とができる。
【００３１】
　ケトオキシムエステル化合物としては、例えば、特表２００６－５１６２４６号公報、
特開２００１－２３３８４２号公報、特開２００４－５３４７９７号公報、特開２００５
－０９７１４１号公報、特開２００６－３４２１６６号公報等に記載の化合物を挙げるこ
とができる。
【００３２】
　α－アミノケトン化合物の例としては、２－メチル－１－フェニル－２－モルフォリノ
プロパン－１－オン、２－メチル－１－［４－（ヘキシル）フェニル］－２－モルフォリ
ノプロパン－１－オン、２－エチル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェ
ニル）－ブタノン－１等が挙げられる。
　α－アミノケトン化合物は、市販品としても入手可能であり、ＢＡＳＦ社製のイルガキ
ュア（登録商標）シリーズ、例えばイルガキュア９０７、イルガキュア３６９、イルガキ
ュア３７９等が挙げられ、これらを本発明に好適に使用しうる。
【００３３】
　アシルフォスフィンオキシド化合物としては、例えば、特公昭６３－４０７９９号公報
、特公平５－２９２３４号公報、特開平１０－９５７８８号公報、特開平１０－２９９９
７号公報等に記載の化合物を挙げることができる。
　市販品として入手可能なアシルフォスフィンオキシド化合物の例としては、ＢＡＳＦ社
製のイルガキュア（登録商標）シリーズ、ダロキュア（登録商標）シリーズ、例えばイル
ガキュア８１９、イルガキュア１８００、イルガキュア１８７０、ダロキュアＴＰＯ等が
挙げられ、これら市販品は本発明に好適に使用しうる。
【００３４】
　なお、本発明の重合性化合物を後述するインク組成物、なかでも、白色インク組成物や
無色のクリアインク組成物に用いる場合には、耐変色性に優れる光重合開始剤を用いるこ
とが好ましい。このような観点からは、α－アミノケトン化合物に包含される市販の重合
開始剤として、例えば、イルガキュア（登録商標）９０７が好ましく挙げられ、アシルフ
ォスフィンオキシド化合物に包含される化合物である市販の重合開始剤として、例えば、
イルガキュア（登録商標）８１９、ダロキュア（登録商標）ＴＰＯ等が好ましく挙げられ
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る。
【００３５】
　開始剤（Ｂ）としてのα－アミノケトン化合物及びアシルフォスフィンオキシド化合物
については、例えば、特開２０１０－２３５６９７号公報の段落番号［００４４］～［０
０７７］に詳細に記載され、ここに記載の重合開始剤を本発明にも好適に使用することが
できる。
【００３６】
　本発明の重合性組成物には、開始剤（Ｂ）を１種のみ含有してもよく、２種以上含有し
てもよい。
　重合性組成物における開始剤（Ｂ）の含有量は、固形分換算で、０．１質量％～３０質
量％の範囲であることが好ましく、１．０質量％～２０質量％の範囲であることがより好
ましく、２．０質量％～１５質量％の範囲であることがさらに好ましい。
【００３７】
　本発明の重合性組成物における開始剤（Ｂ）の含有量は、本発明の重合性組成物に含ま
れる重合性化合物の総量１００質量部に対して、０．０１質量部～３５質量部であること
が好ましく、０．１質量部～３０質量部であることがより好ましく、０．５質量部～２０
質量部の範囲であることがさらに好ましい。なお、重合性化合物の総量とは、重合性組成
物に含まれる化合物（Ａ）及び他の重合性化合物（Ｃ）の総量を指す。
【００３８】
＜一般式（１）で表される化合物とは構造の異なる重合性化合物：他の重合性化合物（Ｃ
）＞
　本発明の重合性組成物は、既述の一般式（１）で表される化合物に加え、一般式（１）
で表される化合物とは構造の異なる、他の重合性化合物〔他の重合性化合物（Ｃ）〕を含
有する。
　本発明に用いうる他の重合性化合物（Ｃ）は、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結
合を分子内に１つ以上有する化合物であればどのような化合物でもよい。他の重合性化合
物（Ｃ）は、モノマー（単量体）、オリゴマー及びこれらの混合物の形態をとることがで
きるが、モノマーであることが好ましい。
　ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を有する他の重合性化合物（Ｃ）の例として
は、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸
等の不飽和カルボン酸、それらの塩、それらのエステル化物、及び、それらのアミド類；
エチレン性不飽和基を有する無水物、アクリロニトリル、スチレン、さらに種々の不飽和
ポリエステル、不飽和ポリエーテル、不飽和ポリアミド、不飽和ウレタン等のラジカル重
合性単量体が挙げられる。
【００３９】
　より具体的には、不飽和カルボン酸と多価アルコール化合物とのエステル；不飽和カル
ボン酸と多価アミン化合物とのアミド；ヒドロキシ基、アミノ基、メルカプト基等の求核
性置換基を有する不飽和カルボン酸エステル又はアミドと、単官能又は多官能イソシアネ
ート化合物又はエポキシ化合物と、の付加反応物；及び、求核性置換基を有する不飽和カ
ルボン酸エステル又はアミドと、単官能又は多官能のカルボン酸と、の脱水縮合反応物等
が挙げられる。
　また、イソシアネート基や、エポキシ基等の親電子性置換基を有する不飽和カルボン酸
エステルあるいはアミドと、単官能若しくは多官能のアルコール、アミン、又はチオール
と、の付加反応物、ハロゲン基又はトシルオキシ基等の脱離性置換基を有する不飽和カル
ボン酸エステル又はアミドと、単官能又は多官能のアルコール、アミン、チオールとの置
換反応物が挙げられる。
　さらに、他の重合性化合物（Ｃ）の例として、上記の不飽和カルボン酸に代えて不飽和
ホスホン酸、スチレン、ビニルエーテル等に置き換えた化合物群を使用することができる
。
　他の重合性化合物（Ｃ）については、特表２００６－５０８３８０号公報、特開２００
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２－２８７３４４号公報、特開２００８－２５６８５０号公報、特開２００１－３４２２
２２号公報、特開平９－１７９２９６号公報、特開平９－１７９２９７号公報、特開平９
－１７９２９８号公報、特開２００４－２９４９３５号公報、特開２００６－２４３４９
３号公報、特開２００２－２７５１２９号公報、特開２００３－６４１３０号公報、特開
２００３－２８０１８７号公報、特開平１０－３３３３２１号公報等の各公報に記載され
、これらの公報に記載の重合性化合物もまた、本発明における他の重合性化合物（Ｃ）と
して使用することができる。
【００４０】
　本発明における他の重合性化合物（Ｃ）としては、単官能重合性化合物を含むことがで
きる。単官能重合性化合物としては、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を分子内
に１つのみ有する化合物が好ましい。
　他の重合性化合物（Ｃ）として、単官能重合性化合物を含むことで、単官能重合性化合
物が重合性組成物の溶媒としての機能をも兼ねることで、重合性組成物の粘度を低減させ
ることができる。本発明の重合性組成物が、溶剤を含まないか、或いは、溶剤の含有量を
後述するように５質量％以下とした場合でも、重合性組成物の粘度を低く抑えることがで
きる。また、溶剤を含まないか、或いは、溶剤の含有量を低減させることで、溶剤の揮発
による臭気の問題が抑制され、重合性組成物における硬化に寄与しない成分の含有量をよ
り低減させることで硬化性を高い水準に維持することができる。
【００４１】
　本発明に用いうる単官能重合性化合物としては、具体的には、２－エチルヘキシルアク
リレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、ブトキシエチルアクリレート、カルビト
ールアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート
、ベンジルアクリレート、オリゴエステルアクリレート、２－フェノキシエチルアクリレ
ート、環状トリメチロールプロパンフォルマルアクリレート、イソボルニルアクリレート
、テトラヒドロフルフリルアクリレート、２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレ
ート、２－（２－ビニロキシエトキシ）エチルアクリレート、オクチルアクリレート、デ
シルアクリレート、トリデシルアクリレート、イソデシルアクリレート、ラウリルアクリ
レート、３，３，５－トリメチルシクロヘキシルアクリレート及び４－ｔ－ブチルシクロ
ヘキシルアクリレート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド、エ
ポキシアクリレート、Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド等のアクリル酸誘導体；メチ
ルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ラ
ウリルメタクリレート、アリルメタクリレート、グリシジルメタクリレート、ベンジルメ
タクリレート、ジメチルアミノメチルメタクリレート等のメタクリル酸誘導体；その他、
アリルグリシジルエーテル等のアリル化合物の誘導体；Ｎ－ビニルカプロラクタム；等が
挙げられる。
【００４２】
　単官能重合性化合物としては、硬化性に優れるという観点から、２－フェノキシエチル
アクリレート、環状トリメチロールプロパンフォルマルアクリレート、イソボルニルアク
リレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、２－（２－エトキシエトキシ）エチル
アクリレート、２－（２－ビニロキシエトキシ）エチルアクリレート、オクチルアクリレ
ート、デシルアクリレート、トリデシルアクリレート、イソデシルアクリレート、ラウリ
ルアクリレート、３，３，５－トリメチルシクロヘキシルアクリレート及び４－ｔ－ブチ
ルシクロヘキシルアクリレート、Ｎ－ビニルカプロラクタムからなる群より選択される少
なくとも１種であることが好ましい。
【００４３】
　本発明の重合性組成物には、形成される膜の強度をより向上させる観点から、多官能重
合性化合物を含有することができる。
　本発明に使用しうる多官能重合性化合物としては、例えば、ビス（４－アクリロキシポ
リエトキシフェニル）プロパン、ネオペンチルグリコールジアクリレート、１，６－ヘキ
サンジオールジアクリレート、エチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコー
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ルジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコール
ジアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコールジ
アクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラア
クリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート等のアクリル酸誘導体、トリメ
チロールプロパントリメタクリレート、テトラメチロールメタンテトラメタクリレート、
１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、ト
リエチレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、ポ
リプロピレングリコールジメタクリレート、トリメチロールエタントリメタクリレート、
トリメチロールプロパントリメタクリレート、２，２－ビス（４－メタクリロキシポリエ
トキシフェニル）プロパン等のメタクリル酸誘導体、ジアリルフタレート、トリアリルト
リメリテート等のアリル化合物誘導体、エチレングリコールジビニルエーテル、ジエチレ
ングリコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテル、プロピレン
グリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコールジビニルエーテル、ブタンジオー
ルジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノール
ジビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル等のジ又はトリビニルエ
ーテル化合物等が挙げられる。
【００４４】
　なかでも、多官能重合性化合物としては、分子内に２以上のラジカル重合可能なエチレ
ン性不飽和結合を有する多官能アクリレート化合物が好ましい。
　多官能アクリレート化合物としては、分子内にラジカル重合可能なエチレン性不飽和結
合を２つ～８つ有する化合物が好ましく、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を２
つ～６つ含む化合物がより好ましい。
　より具体的には、本発明における多官能重合性化合物としては、ビス（４－（メタ）ア
クリロキシポリエトキシフェニル）プロパン、トリプロピレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、３－メチル－１、５－ペンタンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メ
タ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパン（ＰＯ変性）トリ（メタ）アクリレート、オリゴエステル（メタ）アクリレー
ト、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、テトラメチ
ロールメタントリ（メタ）アクリレート、ジメチロールトリシクロデカンジ（メタ）アク
リレート、変性グリセリントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサア
クリレート、ビスフェノールＡジグリシジルエーテル（メタ）アクリル酸付加物、変性ビ
スフェノールＡジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡのＰＯ付加物ジ（メタ）アク
リレート、ビスフェノールＡのＥＯ付加物ジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリト
ールヘキサ（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジグリシジルエーテル（メタ）
アクリル酸付加物、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート等の多官能（
メタ）アクリレート化合物が挙げられる。その他、ジアリルフタレート、トリアリルトリ
メリテート等のアリル化合物も挙げられる。なお、ＰＯはプロピレンオキシド、ＥＯはエ
チレンオキシドを示す。
【００４５】
　また、多官能ビニルエーテルも多官能ラジカル重合性モノマーとして好適に挙げられる
。多官能ビニルエーテルとしては、例えば、エチレングリコールジビニルエーテル、ジエ
チレングリコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテル、ポリエ
チレングリコールジビニルエーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピ
レングリコールジビニルエーテル、ブチレングリコールジビニルエーテル、ブタンジオー
ルジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノール
ジビニルエーテル、ビスフェノールＡアルキレンオキサイドジビニルエーテル、ビスフェ
ノールＦアルキレンオキサイドジビニルエーテルなどのジビニルエーテル類；トリメチロ
ールエタントリビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル、ジトリメ
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チロールプロパンテトラビニルエーテル、グリセリントリビニルエーテル、ペンタエリス
リトールテトラビニルエーテル、ジペンタエリスリトールペンタビニルエーテル、ジペン
タエリスリトールヘキサビニルエーテル、エチレンオキサイド付加トリメチロールプロパ
ントリビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加トリメチロールプロパントリビニルエ
ーテル、エチレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、プロ
ピレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、エチレンオキサ
イド付加ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ペンタ
エリスリトールテトラビニルエーテル、エチレンオキサイド付加ジペンタエリスリトール
ヘキサビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ジペンタエリスリトールヘキサビニル
エーテルなどの多官能ビニルエーテル類等が挙げられる。これらの多官能ビニルエーテル
化合物の中でも、特にジビニルエーテル化合物が好ましい。
【００４６】
　また、上記以外にも、多官能ラジカル重合性化合物として、例えば、特開平７－１５９
９８３号、特公平７－３１３９９号、特開平８－２２４９８２号、特開平１０－８６３号
、特開平９－１３４０１１号、特表２００４－５１４０１４号等の各公報に記載されてい
る光重合性組成物に用いられる光硬化型の重合性化合物が知られており、これらも本発明
のインク組成物に適用することができる。
　なかでも、多官能アクリレート化合物であるジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト、３－メチル－１、５－ペンタンジオールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート等が
硬化性に優れるという観点から好ましい。
【００４７】
　本発明の重合性組成物における他の重合性化合物（Ｃ）の含有量は、重合性組成物の全
固形分中、４５質量％～９０質量％であることが好ましく、より好ましくは５０質量％～
９０質量％であり、さらに好ましくは、５５質量％～８０質量％である。
　また、化合物（Ａ）及び他の重合性化合物（Ｃ）の総量は、重合性組成物の全固形分中
、５５～９７質量％であることが好ましく、５０～９５質量％であることがより好ましく
、６５～９０質量％であることが特に好ましい。
　本発明の重合性組成物は、単官能重合性化合物を含むことで、インクジェット記録用イ
ンク組成物に使用された場合、インクジェット記録に好適な粘度に調整しやすく、さらに
、形成された画像は硬化性に優れ、基材である記録媒体との密着性に優れる。
【００４８】
　他の重合性化合物（Ｃ）として多官能重合性化合物を含有させる場合には、多官能重合
性化合物の含有量は、化合物（Ａ）及び、他の重合性化合物（Ｃ）を含む重合性化合物の
総量に対して４０質量％以下とすることが好ましく、３０質量％以下とすることがより好
ましく、２０質量％以下とすることがさらに好ましい。また、下限値には特に制限はなく
、他の重合性化合物（Ｃ）の全てが単官能重合性化合物であってもよい。なお、多官能重
合性化合物を含有させることにより、形成された硬化膜の強度をより向上させる効果を得
るためには、多官能重合性化合物の含有量は、他の重合性化合物（Ｃ）全量に対して３質
量％以上とすることが好ましい。
【００４９】
～その他の成分～
　本発明の重合性組成物には、化合物（Ａ）、開始剤（Ｂ）及び他の重合性化合物（Ｃ）
に加え、本発明の効果を損なわない限りにおいて、物性向上等の目的で、他の成分を併用
することができる。
　以下、これら任意の成分について以下に説明する。
【００５０】
＜増感剤＞
　本発明の重合性組成物には、必要に応じ、増感剤を添加してもよい。増感剤としては、
開始剤（Ｂ）に対し、電子移動機構又はエネルギー移動機構で増感させるものであれば、
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何れの化合物でもよく、公知の増感剤を適宜使用することができる。
　好ましい増感剤の例としては、３５０ｎｍから４５０ｎｍ域に吸収波長を有する、以下
に示す化合物等を挙げることができる。
　アントラセン、ピレン、ペリレン、トリフェニレン等の多核芳香族化合物、イソプロピ
ルチオキサントン等のチオキサントン化合物、フルオレセイン、エオシン、エリスロシン
、ローダミンＢ、ローズベンガル等のキサンテン化合物、チアカルボシアニン、オキサカ
ルボシアニン等のシアニン化合物、メロシアニン、カルボメロシアニン等のメロシアニン
化合物、チオニン、メチレンブルー、トルイジンブルー等のチアジン化合物、アクリジン
オレンジ、クロロフラビン、アクリフラビン等のアクリジン化合物、アントラキノン化合
物、スクアリウム化合物、７－ジエチルアミノ－４－メチルクマリン等のクマリン化合物
等が挙げられ、硬化性に優れるという観点から、多核芳香族化合物及びチオキサントン化
合物が好ましい。
　さらに、特開２００８－９５０８６号公報記載の増感色素も本発明に用いうる。
【００５１】
＜共増感剤＞
　本発明のインク組成物は、共増感剤を含有することもできる。本発明において共増感剤
は、増感剤の活性エネルギー線に対する感度を一層向上させる、或いは酸素による重合性
化合物の重合阻害を抑制する等の作用を有する。
【００５２】
　共増感剤の例としては、アミン化合物、例えば、Ｍ．Ｒ．Ｓａｎｄｅｒら著「Ｊｏｕｒ
ｎａｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ」第１０巻３１７３頁（１９７２）、特
公昭４４－２０１８９号公報、特開昭５１－８２１０２号公報、特開昭５２－１３４６９
２号公報、特開昭５９－１３８２０５号公報、特開昭６０－８４３０５号公報、特開昭６
２－１８５３７号公報、特開昭６４－３３１０４号公報、Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄｉｓｃｌ
ｏｓｕｒｅ　３３８２５号記載の化合物等が挙げられ、具体的には、トリエタノールアミ
ン、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ－ホルミルジメチルアニリン、ｐ－
メチルチオジメチルアニリン等が挙げられる。
【００５３】
　共増感剤の別の例としては、チオール及びスルフィド化合物、例えば、特開昭５３－７
０２号公報、特公昭５５－５００８０６号公報、特開平５－１４２７７２号公報記載のチ
オール化合物、特開昭５６－７５６４３号公報のジスルフィド化合物等が挙げられ、具体
的には、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メ
ルカプトベンゾイミダゾール、２－メルカプト－４（３Ｈ）－キナゾリン、β－メルカプ
トナフタレン等が挙げられる。
【００５４】
　また、共増感剤の別の例としては、アミノ酸化合物（例、Ｎ－フェニルグリシン等）、
特公昭４８－４２９６５号公報記載の有機金属化合物（例、トリブチル錫アセテート等）
、特公昭５５－３４４１４号公報記載の水素供与体、特開平６－３０８７２７号公報記載
のイオウ化合物（例、トリチアン等）、特開平６－２５０３８７号公報記載のリン化合物
（ジエチルホスファイト等）、特開平８－５４７３５号記載のＳｉ－Ｈ、Ｇｅ－Ｈ化合物
等が挙げられる。
【００５５】
＜酸化防止剤＞
　重合性組成物の安定性向上のため、本発明の効果を損なわない範囲で酸化防止剤を添加
することができる。
　酸化防止剤としては、欧州公開特許第２２３７３９号公報、同３０９４０１号公報、同
第３０９４０２号公報、同第３１０５５１号公報、同第３１０５５２号公報、同第４５９
４１６号公報、ドイツ公開特許第３４３５４４３号公報、特開昭５４－４８５３５号公報
、同６２－２６２０４７号公報、同６３－１１３５３６号公報、同６３－１６３３５１号
公報、特開平２－２６２６５４号公報、特開平２－７１２６２号公報、特開平３－１２１
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４４９号公報、特開平５－６１１６６号公報、特開平５－１１９４４９号公報、米国特許
第４８１４２６２号明細書、米国特許第４９８０２７５号明細書等に記載の化合物を挙げ
ることができる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、固形分換算で０．１質量％～８
質量％程度である。
【００５６】
＜重合禁止剤＞
　本発明の重合性組成物には、重合禁止剤を含有することが好ましい。重合禁止剤を含む
ことで、重合性組成物の熱重合に対する保存安定性がより向上する。
　例えば、本発明の重合性組成物をインクジェット記録用インク組成物に用いる場合は、
インクジェット記録装置により、４０℃～８０℃の範囲で加熱、低粘度化して吐出するこ
とが好ましいとされ、通常は上記温度範囲で吐出されることが多いが、加熱された場合の
所望されない熱重合によるヘッド詰まりを防ぐためにも、重合禁止剤を添加することが好
ましい。
　重合禁止剤としては、例えば、ハイドロキノン、ベンゾキノン、ｐ－メトキシフェノー
ル、テトラメチルピペリジン－１－オキシル（ＴＥＭＰＯ）、１－オキシル－２，２，６
，６－テトラメチル－４－ヒドロキシピペリジン（ＴＥＭＰＯＬ）、アルミニウム－クペ
ロン錯体（クペロンＡｌ）等が挙げられる。重合禁止剤としては、市販品を用いることも
でき、例えば、Ｇｅｎｏｒａｄ　１６（商品名、Ｒａｈｎ社）等が挙げられる。
　本発明の重合性組成物に重合禁止剤を含有する場合の含有量は、重合性組成物全量に対
し、２００ｐｐｍ～２０，０００ｐｐｍの範囲であることが好ましい。
【００５７】
＜溶剤＞
　本発明の重合性組成物には、硬化膜と基材との密着性をより向上させるため、極微量の
有機溶剤を添加することもできる。
　溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン等のケトン、
メタノール、エタノール、２－プロパノール、１－プロパノール、１－ブタノール、ｔｅ
ｒｔ－ブタノール等のアルコール、クロロホルム、塩化メチレン等の塩素系溶剤、ベンゼ
ン、トルエン等の芳香族系溶剤、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸イソプロピル等のエステ
ル系溶剤、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル系溶剤、エ
チレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールジメチルエーテル等のグリコ
ールエーテル系溶剤等が挙げられる。
　溶剤を用いる場合、記録媒体の耐溶剤性、吐出或いは硬化時の臭気等の問題が起こらな
い範囲での添加が有効であり、含有量は重合性組成物全量に対し、５質量％以下が好まし
く、０．０１質量％～５質量％がさらに好ましく、より好ましくは０．０１質量％～３質
量％の範囲である。
【００５８】
＜水＞
　また、本発明の重合性組成物は、本発明の効果を損なわない範囲であれば、極微量の水
を含んでいてもよいが、実質的に水を含有しない、非水性重合性組成物であることが好ま
しい。具体的には、重合性組成物全量に対して、水の含有量は３質量％以下であることが
好ましく、より好ましくは２質量％以下、最も好ましくは１質量％以下である。
【００５９】
＜高分子化合物＞
　本発明の重合性組成物には、膜物性を調整するため、各種高分子化合物を添加すること
ができる。高分子化合物としては、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリウレ
タン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリカ
ーボネート樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラック、
ビニル樹脂、アクリル樹脂、ゴム、ワックス、その他の天然樹脂等が使用できる。また、
高分子化合物は２種以上併用してもかまわない。
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　なかでも、アクリルモノマーを重合することによって得られるビニル重合体が基材との
密着性に優れるという観点から好ましい。ビニル重合体は、アクリルモノマーからなる単
独重合体であってもよく、アクリルモノマーと他のモノマーとの共重合体であってもよい
。高分子化合物がアクリルモノマーを含む共重合体である場合、高分子化合物の共重合組
成として、「アクリルモノマー」由来の構造単位と、「カルボキシル基含有モノマー」、
「メタクリル酸アルキルエステル」、又は「アクリル酸アルキルエステル」に由来する構
造単位と、を含む共重合体も好ましく用いられる。
【００６０】
＜界面活性剤＞
　本発明の重合性組成物には、界面活性剤を添加してもよい。
　界面活性剤としては、特開昭６２－１７３４６３号、同６２－１８３４５７号の各公報
に記載された界面活性剤が挙げられる。例えば、ジアルキルスルホコハク酸塩、アルキル
ナフタレンスルホン酸塩、脂肪酸塩等のアニオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンアル
キルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル、アセチレングリコール、ポ
リオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックコポリマー等のノニオン性界面活性剤
、アルキルアミン塩、第４級アンモニウム塩等のカチオン性界面活性剤が挙げられる。な
お、界面活性剤に代えて重合性基を有さない有機フルオロ化合物を用いてもよい。有機フ
ルオロ化合物は、疎水性であることが好ましい。有機フルオロ化合物としては、例えば、
フッ素含有界面活性剤、オイル状フッ素含有化合物（例、フッ素油）及び固体状フッ素化
合物樹脂（例、四フッ化エチレン樹脂）が含まれ、特公昭５７－９０５３号（第８～１７
欄）、特開昭６２－１３５８２６号の各公報に記載された化合物が挙げられる。
【００６１】
＜その他の添加剤＞
　本発明の重合性組成物には、その他、必要に応じて、例えば、レベリング添加剤、マッ
ト剤、膜物性を調整するためのワックス類、ポリオレフィンやＰＥＴ等の記録媒体への密
着性を改善するために、重合を阻害しないタッキファイヤー等の公知の添加剤を含有させ
ることができる。
　タッキファイヤーとしては、具体的には、特開２００１－４９２００号公報の５～６ｐ
に記載されている高分子量の粘着性ポリマー（例えば、（メタ）アクリル酸と炭素数１～
２０のアルキル基を有するアルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数３～１
４の脂環属アルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数６～１４の芳香属アル
コールとのエステルからなる共重合物）や、重合性不飽和結合を有する低分子量粘着付与
性樹脂等である。
【００６２】
　本発明の重合性組成物は、エネルギー付与により、高感度で硬化し、形成された硬化膜
は強度が高く、基材との密着性が良好であるため、コーティング剤、接着剤、塗料、イン
ク組成物等の各種用途に好適に使用されるが、なかでも、後述するインクジェット記録用
インク組成物に適用することが好ましい。
【００６３】
〔基材〕
　本発明の重合性組成物を付与しうる基材には特に制限はなく、重合性組成物の使用態様
に応じて種々の基材に付与することができる。
　本発明の重合性組成物を適用しうる基材としては、例えば、紙類、木材、非吸収性樹脂
材料、樹脂材料をフィルム状に成形した樹脂フィルム等の有機基材、セラミック、金属、
ガラスなどの無機基材のいずれも用いることができる。
　樹脂フィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム、二
軸延伸ポリスチレン（ＯＰＳ）フィルム、二軸延伸ポリプロピレン（ＯＰＰ）フィルム、
二軸延伸ポリアミド（ＯＮｙ）フィルム、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）フィルム、ポリエチ
レン（ＰＥ）フィルム、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム、ポリカーボネート
（ＰＣ）フィルム、アクリル樹脂フィルム等が挙げられる。
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　基材は、例えば、紙、金属シートに樹脂層を有する基材、樹脂フィルム表面に金属層を
設けた基材など、重層構造を有するものであってもよい。
　なお、本発明の重合性組成物をインク組成物に適用する際の基材、即ち、記録媒体につ
いては、以下に詳述する。
【００６４】
　エネルギー付与において好適に用いられる、紫外線を発生させる光源としては、３００
ｎｍ～４００ｎｍに発光波長を有するものが好ましく、公知の紫外線ランプである低圧水
銀ランプ、高圧水銀ランプ、ショートアーク放電ランプ、紫外線発光ダイオード、半導体
レーザー、蛍光灯等を使用することができ、開始剤に適した光量や波長により、高圧放電
ランプに属する高圧水銀ランプやメタルハライドランプ、ショートアーク放電ランプに属
するキセノンランプが好ましく用いられる。また、省エネルギーの観点から紫外線発光ダ
イオードも好ましく用いられる。
【００６５】
〔インクジェット記録用インク組成物〕
　本発明のインクジェット記録用インク組成物（以下、単にインク組成物と称することが
ある）は、既述の本発明の重合性組成物を含有するインクジェット記録用インク組成物で
ある。
　本発明のインク組成物は、化合物（Ａ）、開始剤（Ｂ）及び他の重合性化合物（Ｃ）を
含有するため、エネルギーの付与により、基材との密着性が良好であり、高強度のインク
画像を形成しうる。
　本発明のインク組成物は、既述の本発明の重合性組成物を含有する以外は、特に制限は
ない。
　本発明のインク組成物は、上記成分以外に、本発明の効果を損なわない範囲で、目的に
応じて、一般的にインク組成物に用いられる種々の化合物を含むことができる。
【００６６】
＜着色剤＞
　本発明のインク組成物は、着色剤を含有することで、可視画像を形成することができる
。ここで用いることのできる着色剤には、特に制限はなく、用途に応じて公知の種々の色
材、（顔料、染料）を適宜選択して用いることができる。例えば、耐候性に優れた画像を
形成する場合には、顔料が好ましい。染料としては、水溶性染料及び油溶性染料のいずれ
も使用できるが、油溶性染料が好ましい。
　なお、本発明のインク組成物を、着色剤を含有しない透明インク組成物としても用いう
ることはいうまでもない。
【００６７】
（顔料）
　本発明のインク組成物に好ましく使用される顔料について述べる。
　顔料としては、特に限定されず、一般に市販されているすべての有機顔料及び無機顔料
、又は顔料を、分散媒として不溶性の樹脂等に分散させた分散顔料、或いは顔料表面に樹
脂をグラフト化した表面処理顔料等を用いることができる。また、樹脂粒子を染料で染色
した有機樹脂顔料等も用いることができる。
　顔料としては、例えば、伊藤征司郎編「顔料の辞典」（２０００年刊）、Ｗ．Ｈｅｒｂ
ｓｔ，Ｋ．Ｈｕｎｇｅｒ「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｐｉｇｍｅｎｔｓ」
、特開２００２－１２６０７号公報、特開２００２－１８８０２５号公報、特開２００３
－２６９７８号公報、特開２００３－３４２５０３号公報に記載の顔料が挙げられる。
【００６８】
　本発明において使用できる有機顔料及び無機顔料の具体例としては、例えば、イエロー
色を呈する顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１（ファストイエローＧ等）、Ｃ
．Ｉ．ピグメントイエロー７４の如きモノアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２（
ジスアジイエローＡＡＡ等）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７の如きジスアゾ顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントイエロー１８０の如き非ベンジジン系のアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメント
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イエロー１００（タートラジンイエローレーキ等）の如きアゾレーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー９５（縮合アゾイエローＧＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１１５（キノリンイエローレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントイエロー１８（チオフラビンレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、フラバン
トロンイエロー（Ｙ－２４）の如きアントラキノン顔料、イソインドリノンイエロー３Ｒ
ＬＴ（Ｙ－１１０）の如きイソインドリノン顔料、キノフタロンイエロー（Ｙ－１３８）
の如きキノフタロン顔料、イソインドリンイエロー（Ｙ－１３９）の如きイソインドリン
顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５３（ニッケルニトロソイエロー等）の如きニトロ
ソ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１７（銅アゾメチンイエロー等）の如き金属錯塩
アゾメチン顔料等が挙げられる。
【００６９】
　赤色或いはマゼンタ色を呈する顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３（トルイジ
ンレッド等）の如きモノアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３８（ピラゾロンレッドＢ
等）の如きジスアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３：１（レーキレッドＣ等）やＣ
．Ｉ．ピグメントレッド５７：１（ブリリアントカーミン６Ｂ）の如きアゾレーキ顔料、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４（縮合アゾレッドＢＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１７４（フロキシンＢレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド８１（ローダミン６Ｇ’レーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド１７７（ジアントラキノニルレッド等）の如きアントラキノン顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８８（チオインジゴボルドー等）の如きチオインジゴ顔料
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１９４（ペリノンレッド等）の如きペリノン顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド１４９（ペリレンスカーレット等）の如きペリレン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントバイオレット１９（無置換キナクリドン）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２（キ
ナクリドンマゼンタ等）の如きキナクリドン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８０（イ
ソインドリノンレッド２ＢＬＴ等）の如きイソインドリノン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド８３（マダーレーキ等）の如きアリザリンレーキ顔料等が挙げられる。
【００７０】
　青色或いはシアン色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２５（ジアニシジ
ンブルー等）の如きジスアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５（フタロシアニンブル
ー等）の如きフタロシアニン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２４（ピーコックブルーレ
ーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１（ビクロチアピュアブ
ルーＢＯレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０（イン
ダントロンブルー等）の如きアントラキノン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１８（アル
カリブルーＶ－５：１）の如きアルカリブルー顔料等が挙げられる。
【００７１】
　緑色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７（フタロシアニングリーン）
、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６（フタロシアニングリーン）の如きフタロシアニン顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン８（ニトロソグリーン）等の如きアゾ金属錯体顔料等が
挙げられる。
　オレンジ色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６６（イソインドリンオ
レンジ）の如きイソインドリン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ５１（ジクロロピラン
トロンオレンジ）の如きアントラキノン顔料が挙げられる。
【００７２】
　黒色を呈する顔料として、カーボンブラック、チタンブラック、アニリンブラック等が
挙げられる。
　白色顔料の具体例としては、塩基性炭酸鉛（２ＰｂＣＯ３Ｐｂ（ＯＨ）２、いわゆる、
シルバーホワイト）、酸化亜鉛（ＺｎＯ、いわゆる、ジンクホワイト）、酸化チタン（Ｔ
ｉＯ２、いわゆる、チタンホワイト）、チタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ３、いわゆ
る、チタンストロンチウムホワイト）等が利用可能である。
【００７３】
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　ここで、酸化チタンは他の白色顔料と比べて比重が小さく、屈折率が大きく、化学的、
物理的にも安定であるため、顔料としての隠蔽力や着色力が大きく、さらに、酸、アルカ
リ、環境等に対する耐久性にも優れている。したがって、白色顔料としては酸化チタンを
利用することが好ましい。もちろん、必要に応じて他の白色顔料（列挙した白色顔料以外
であってもよい。）を使用してもよい。
【００７４】
　顔料の分散には、例えば、ボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル、ジェ
ットミル、ホモジナイザー、ペイントシェーカー、ニーダー、アジテータ、ヘンシェルミ
キサ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェットミル等の分散装
置を用いることができる。
　顔料の分散を行う際に分散剤を添加することも可能である。分散剤としては、水酸基含
有カルボン酸エステル、長鎖ポリアミノアマイドと高分子量酸エステルの塩、高分子量ポ
リカルボン酸の塩、高分子量不飽和酸エステル、高分子共重合物、変性ポリアクリレート
、脂肪族多価カルボン酸、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリオキシエチレン
アルキル燐酸エステル、顔料誘導体等を挙げることができる。また、Ｚｅｎｅｃａ社のＳ
ｏｌｓｐｅｒｓｅシリーズ等の市販の高分子分散剤を用いることも好ましい。
　また、分散助剤として、各種顔料に応じたシナージストを用いることも可能である。分
散剤及び分散助剤は、顔料１００質量部に対し、１～５０質量部添加することが好ましい
。
　インク組成物において、顔料等の諸成分の分散媒としては、溶剤を添加してもよく、ま
た、無溶剤で、低分子量成分である他の重合性化合物（Ｃ）を分散媒として用いてもよい
が、無溶剤であることが好ましい。
【００７５】
　顔料の体積平均粒径は、０．０２μｍ～０．６μｍの範囲であることが好ましく、０．
０２μｍ～０．１μｍであることがさらに好ましく、より好ましくは、０．０２μｍ～０
．０７μｍの範囲である。
　顔料の体積平均粒径は、レーザー回折・散乱式の粒度分布測定装置（ＬＡ－９２０、（
株）堀場製作所製）を用いて、トリプロピレングリコールメチルエーテルを測定溶媒とし
て測定された値を用いている。
　顔料粒子の平均粒径を上記好ましい範囲となるよう、顔料、分散剤、分散媒の選定、分
散条件、ろ過条件を設定する。粒径管理によって、ヘッドノズルの詰まりを抑制し、イン
ク組成物の保存安定性、透明性及び硬化感度を維持することができる。
【００７６】
（染料）
　本発明のインク組成物に用いる染料は、油溶性染料が好ましい。油溶性染料とは、具体
的には、２５℃での水への溶解度（水１００ｇに溶解する色素の質量）が１ｇ以下である
染料を意味し、好ましくは０．５ｇ以下、より好ましくは０．１ｇ以下である。従って、
所謂、水に不溶性の油溶性染料が好ましく用いられる。
【００７７】
（着色剤の含有量）
　着色剤を用いる場合には、インク組成物全量に対し、固形分換算で０．０５質量％～２
０質量％添加されることが好ましく、０．２質量％～１０質量％がより好ましい。着色剤
として油溶性染料を用いた場合には、インク組成物の全重量（溶媒を含む）に対して、０
．２質量％～６質量％が特に好ましい。
　着色剤の含有量が上記範囲において、色濃度が十分に得られ、本発明のインク組成物が
有する適切な硬化性が維持されるため好ましい。
【００７８】
～インク組成物におけるその他の成分～
　本発明のインク組成物は、本発明の効果を損なわない限り、インク組成物に使用される
公知の添加剤を目的に応じて含有することができる。
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【００７９】
＜紫外線吸収剤＞
　本発明においては、得られる画像の耐候性向上、退色防止の観点から、本発明の効果を
損なわない範囲で紫外線吸収剤を用いることができる。
　紫外線吸収剤としては、例えば、特開昭５８－１８５６７７号公報、同６１－１９０５
３７号公報、特開平２－７８２号公報、同５－１９７０７５号公報、同９－３４０５７号
公報等に記載されたベンゾトリアゾール化合物、特開昭４６－２７８４号公報、特開平５
－１９４４８３号公報、米国特許第３２１４４６３号等に記載されたベンゾフェノン化合
物、特公昭４８－３０４９２号公報、同５６－２１１４１号公報、特開平１０－８８１０
６号公報等に記載された桂皮酸化合物、特開平４－２９８５０３号公報、同８－５３４２
７号公報、同８－２３９３６８号公報、同１０－１８２６２１号公報、特表平８－５０１
２９１号公報等に記載されたトリアジン化合物、リサーチディスクロージャーＮｏ．２４
２３９号に記載された化合物やスチルベン、ベンズオキサゾール化合物に代表される紫外
線を吸収して蛍光を発する化合物、いわゆる蛍光増白剤等が挙げられる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、固形分換算で０．５質量％～１
５質量％程度である。
【００８０】
＜褪色防止剤＞
　本発明のインク組成物には、各種の有機化合物及び金属錯体化合物から選ばれる褪色防
止剤を使用することができる。有機化合物である褪色防止剤としては、ハイドロキノン化
合物、アルコキシフェノール化合物、ジアルコキシフェノール化合物、フェノール化合物
、アニリン化合物、アミン化合物、インダン化合物、クロマン化合物、アルコキシアニリ
ン化合物、ヘテロ環化合物等が挙げられる。金属錯体化合物である褪色防止剤としては、
ニッケル錯体、亜鉛錯体等が挙げられ、具体的には、リサーチディスクロージャーＮｏ．
１７６４３の第ＶＩＩのＩ～Ｊ項、同Ｎｏ．１５１６２、同Ｎｏ．１８７１６の６５０頁
左欄、同Ｎｏ．３６５４４の５２７頁、同Ｎｏ．３０７１０５の８７２頁、同Ｎｏ．１５
１６２に引用された特許に記載された化合物や、特開昭６２－２１５２７２号公報の１２
７頁～１３７頁に記載された代表的化合物の一般式及び化合物例に含まれる化合物を使用
することができる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、固形分換算で０．１質量％～８
質量％程度である。
【００８１】
＜導電性塩＞
　本発明のインク組成物には、射出物性の制御を目的として、チオシアン酸カリウム、硝
酸リチウム、チオシアン酸アンモニウム、ジメチルアミン塩酸塩等の導電性塩を添加する
ことができる。
【００８２】
＜インク組成物の物性＞
　本発明のインク組成物は、２５℃における粘度が１０ｍＰａ・ｓ～５０ｍＰａ・ｓの範
囲であり、１０ｍＰａ・ｓ～３０ｍＰａ・ｓであることが好ましく、さらに好ましくは１
０ｍＰａ・ｓ～２５ｍＰａ・ｓの範囲である。インク組成物の粘度は、上記範囲になるよ
うに適宜組成比を調整し、好ましい範囲に設定することが好ましい。
　この粘度範囲とすることで、インクジェット記録装置による吐出が良好に行いうる。
　本明細書において、粘度の測定方法としては、粘度計：ＶＩＳＣＯＭＥＴＥＲ　ＲＥ－
８５Ｌ（東機産業（株）製）を用い、２５℃の条件下で測定された値を用いている。
【００８３】
　本発明のインク組成物の表面張力は、好ましくは２０ｍＮ／ｍ～３０ｍＮ／ｍ、さらに
好ましくは２３ｍＮ／ｍ～２８ｍＮ／ｍである。ポリオレフィン、ＰＥＴ、コート紙、非
コート紙等の様々な記録媒体へ記録する場合、滲み及び浸透の観点から、２０ｍＮ／ｍ以
上が好ましく、濡れ性の点では３０ｍＮ／ｍ以下が好ましい。
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　本明細書において、表面張力の測定方法としては、表面張力計　ＤＹ－７００（協和界
面化学（株）製）の装置を用いて、温度３０℃で測定した値を用いている。
【００８４】
　既述の方法により本発明のインクジェット記録用インク組成物が調製される。
　本発明のインク組成物は、インクジェット記録装置により記録媒体上に射出し、その後
、射出されたインク組成物に活性エネルギー線を照射して硬化することで、記録媒体上に
インク画像が形成される。
【００８５】
〔インクジェット記録方法〕
　次に、本発明のインク組成物を用いたインクジェット記録方法について説明する。
　本発明のインクジェット記録方法は、上記本発明のインク組成物を記録媒体上にインク
ジェット記録装置により付与する工程（インク付与工程とも称する）と、記録媒体上に付
与されたインク組成物に、エネルギーを付与してインク組成物を硬化させる工程（硬化工
程とも称する）と、を含む。
【００８６】
　本発明のインクジェット記録方法においては、上記インク組成物を３５℃～８０℃に加
熱して、インク組成物の粘度を３ｍＰａ・ｓ～３０ｍＰａ・ｓ、より好ましくは３ｍＰａ
・ｓ～１５ｍＰａ・ｓの範囲に調整した後、射出することが好ましく、粘度を調整する方
法を用いることにより良好な吐出安定性を実現することができる。
　また、インク組成物の粘度変動は、液滴サイズの変化及び液滴吐出速度の変化に対して
大きな影響を与える。従って、吐出時のインク組成物の温度はできるだけ一定に保つこと
が好ましい。このような観点から、インク組成物温度の制御幅は設定温度±５℃とするこ
とが好ましく、より好ましくは設定温度±２℃、さらに好ましくは設定温度±１℃である
。
　本発明のインク組成物は、既述のように、２５℃におけるインク組成物の粘度が５０ｍ
Ｐａ・ｓ以下であることで、良好に吐出が行える。インク組成物の粘度を調整する方法を
用いることにより、良好な吐出安定性を実現することができる。
【００８７】
＜インクジェット記録装置＞
　本発明のインクジェット記録方法に用いることができるインクジェット記録装置として
は、特に制限はなく、目的とする解像度を達成し得る公知のインクジェット記録装置を任
意に選択して使用することができる。すなわち、市販品を含む公知のインクジェット記録
装置であれば、いずれも、本発明のインクジェット記録方法のインク付与工程における記
録媒体へのインク組成物の吐出を実施することができる。
【００８８】
　本発明の方法に用いることができるインクジェット記録装置としては、例えば、インク
供給系、温度センサー、活性エネルギー線源を含む装置が挙げられる。
　インク供給系としては、例えば、本発明のインク組成物を含む元タンク、供給配管、イ
ンクジェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘ
ッドからなるインク供給系が挙げられる。
　ピエゾ型のインクジェットヘッドは、好ましくは１ｐｌ～１００ｐｌ、より好ましくは
８ｐｌ～３０ｐｌのマルチサイズドットを吐出することができることが好ましい。解像度
としては、好ましくは３２０ｄｐｉ×３２０ｄｐｉ～４，０００ｄｐｉ×４，０００ｄｐ
ｉ、より好ましくは４００ｄｐｉ×４００ｄｐｉ～１，６００ｄｐｉ×１，６００ｄｐｉ
、さらに好ましくは７２０ｄｐｉ×７２０ｄｐｉの解像度で吐出できるよう駆動すること
ができるインクジェットヘッドである。なお、本発明でいうｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当
たりのドット数（dot per inch）を表す。
【００８９】
　本発明によるインクジェット記録方法に好適なインクジェット記録装置には、インク組
成物温度の安定化手段を備えることが好ましく、一定温度にする部位はインクタンク（中
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間タンクがある場合は中間タンク）からノズル射出面までの配管系、部材の全てが対象と
なる。即ち、インク供給タンクからインクジェットヘッド部分までの断熱及び加温を行う
ことができる温度の安定化手段を備えることが好ましい。
【００９０】
　温度コントロールの方法としては、特に制約はないが、例えば、温度センサーを各配管
部位に複数設け、インク組成物流量、環境温度に応じた加熱制御をすることが好ましい。
また、加熱するヘッドユニットは、装置本体を外気からの温度の影響を受けないよう、熱
的に遮断若しくは断熱されていることが好ましい。加熱に要するプリンター立上げ時間を
短縮するため、或いは熱エネルギーのロスを低減するために、他部位との断熱を行い、且
つ、加熱ユニット全体の熱容量を小さくすることが好ましい。
【００９１】
　本発明のインクジェット記録方法に使用されるインクジェットヘッドは、インク吐出側
の面が親インク処理されたノズルプレートを有するインクジェットヘッドであることが好
ましい。
　インク吐出側の面が親インク処理されたノズルプレートを有するインクジェットヘッド
としては、例えばＦＵＪＩＦＩＬＭ　Ｄｉｍａｔｉｘ（登録商標）社製のピエゾ駆動方式
によるオンデマンド・インクジェットヘッドが挙げられる。具体例として、Ｓ－ｃｌａｓ
ｓ、Ｑ－ｃｌａｓｓ　Ｓａｐｐｈｉｒｅ（商品名）が挙げられる。
【００９２】
　既述のインクジェットヘッドにおけるノズルプレートは、インク吐出側の面が親インク
処理されたノズルプレートである。なお、ノズルプレートにおいて、インク吐出側の面の
少なくとも一部が親インク処理されたノズルプレートが好ましく、インク吐出側の面の全
面が親インク処理されたノズルプレートがより好ましい。
【００９３】
　ノズルプレート表面を親インク処理する方法としては、ノズルプレートの表面の少なく
とも一部に非撥インク性の層を１層以上形成する方法が挙げられる。
　具体的には、ノズルプレートにおけるインク吐出側の面の少なくとも一部に、金、ステ
ンレス、鉄、チタン、タンタル、プラチナ、ロジウム、ニッケル、クロム、酸化ケイ素、
窒化ケイ素及び窒化アルミニウムよりなる群から選ばれた少なくとも１種の金属又は金属
化合物により形成された層を備える態様が好ましく、形成される金属又は金属化合物層と
しては、金、ステンレス、鉄、チタン、酸化ケイ素、窒化ケイ素、窒化アルミニウムより
なる群から選ばれた少なくとも１種により形成された層であることがより好ましく、金、
ステンレス及び酸化ケイ素よりなる群から選ばれた少なくとも１種により形成された層で
あることがさらに好ましく、酸化ケイ素により形成された層であることが最も好ましい。
【００９４】
　ノズルプレート表面を親インク処理する方法としては、金属又は金属化合物層を形成す
る方法としては、公知の方法を用いることができ、特に限定はない。例えば、シリコン製
のノズルプレートの表面を熱酸化して酸化ケイ素膜を形成する方法、シリコン、又はシリ
コン以外の酸化膜を酸化的に形成する方法、スパッタリングにより金属又は金属化合物層
を形成する方法等が挙げられる。ノズルプレート表面の親インク処理方法の詳細について
は、米国特許出願公開第２０１０／０１４１７０９号明細書を参照することができる。
【００９５】
　次に、硬化工程、即ち、吐出されたインク組成物にエネルギーを付与して、インク組成
物を硬化する工程について説明する。
【００９６】
　エネルギー付与方法としては、先に重合性組成物の説明において述べた如く、活性エネ
ルギー線、特に、ピーク波長が３４０～４００ｎｍの範囲の紫外線を照射する方法が好ま
しい。
　本発明のインク組成物は、本発明の重合性組成物を含むために、低出力の活性エネルギ
ー線であっても高感度で硬化し、高強度のインク画像が形成される。このため、露光面照
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度が、好ましくは１０ｍＷ／ｃｍ２～４，０００ｍＷ／ｃｍ２、より好ましくは２０ｍＷ
／ｃｍ２～２，５００ｍＷ／ｃｍ２の条件で、紫外線を照射することが好ましい。
【００９７】
　基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公報に開示されている。具体的には
、ヘッドユニットの両側に光源を設け、シャトル方式でヘッドと光源を走査する。照射は
、インク着弾後、一定時間をおいて行われることになる。さらに、駆動を伴わない別光源
によって硬化を完了させる。国際公開第９９／５４４１５号明細書では、照射方法として
、光ファイバーを用いた方法やコリメートされた光源をヘッドユニット側面に設けた鏡面
に当て、記録部へＵＶ光を照射する方法が開示されている。本発明においては、既述の照
射方法を用いることが可能である。
【００９８】
　紫外線照射光源としては、従来使用されている水銀ランプやガス・固体レーザーに加え
、ＧａＮ系半導体紫外発光デバイス、発光ダイオード（ＬＥＤ）、レーザーダイオード（
ＬＤ）等が、小型、高寿命、高効率、低コストであり、光硬化型インクジェット用光源と
して期待されている。
　特に、紫外線光源を用いる場合、紫外ＬＥＤ（ＵＶ－ＬＥＤ）及び紫外ＬＤ（ＵＶ－Ｌ
Ｄ）を使用することができる。例えば、日亜化学工業（株）製の、主放出スペクトルが３
６５ｎｍと４２０ｎｍとの間の波長を有するＵＶ－ＬＥＤが挙げられる。より短い波長の
露光を行う場合には、米国特許第６，０８４，２５０号明細書に記載された３００ｎｍと
３７０ｎｍとの間に中心付けされた活性エネルギー線を放出し得るＬＥＤ等を適用するこ
とができる。本発明の方法において特に好ましい活性エネルギー線源はＵＶ－ＬＥＤであ
り、特に好ましくは３４０～４００ｎｍにピーク波長を有するＵＶ－ＬＥＤである。
【００９９】
　本発明のインク組成物を用いてインクジェット記録方法により画像形成する際には、活
性エネルギー線を、好ましくは０．０１秒～１２０秒、より好ましくは０．１秒～９０秒
照射する。
　活性エネルギー線の照射条件及び基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公
報に開示されている。
【０１００】
　本発明のインクジェット記録方法では、インク組成物を一定温度に加温するとともに、
着弾から照射までの時間を０．０１秒～０．５秒とすることが望ましく、好ましくは０．
０１秒～０．３秒、さらに好ましくは０．０１秒～０．１５秒後に放射線を照射すること
である。このように着弾から照射までの時間を極短時間に制御することにより、着弾イン
クが硬化前に滲むことを防止することが可能となる。また、多孔質な記録媒体に対しても
光源の届かない深部までインク組成物が浸透する前に露光することができるため、未反応
重合性化合物の残留を抑えられ、その結果として硬化膜の強度が向上し、露光時の臭気を
低減することができる。
　なお、多色カラー画像を得るためには、明度の低い色から順に重ねていくことが好まし
い。明度の低いインク組成物から順に重ねることにより、下部のインク組成物まで活性エ
ネルギー線が到達し易くなり、良好な硬化感度、残存する重合性化合物の低減、基材との
密着性の向上が期待できる。また、照射は、全色を吐出してまとめて露光することもでき
るが、１色が着弾する毎に露光するほうが、硬化促進の観点で好ましい。
【０１０１】
（記録媒体）
　本発明のインク組成物を適用しうる、或いは、本発明のインクジェット記録方法に使用
しうる記録媒体としては、特に制限はなく、公知の記録媒体を何れも用いることができる
。例えば、通常の非コート紙、コート紙等の紙類、いわゆる軟包装に用いられる各種非吸
収性樹脂材料あるいは、樹脂材料をフィルム状に成形した樹脂フィルムを用いることがで
き、各種プラスチックフィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ
）フィルム、二軸延伸ポリスチレン（ＯＰＳ）フィルム、二軸延伸ポリプロピレン（ＯＰ
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Ｐ）フィルム、二軸延伸ポリアミド（ＯＮｙ）フィルム、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）フィ
ルム、ポリエチレン（ＰＥ）フィルム、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム等が
挙げられる。その他、記録媒体材料として使用しうるプラスチックとしては、ポリカーボ
ネート、アクリル樹脂、アクリロニトリル／ブタジエン／スチレン共重合体（ＡＢＳ）、
ポリアセタール、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）、ゴム、またそれらの複合記録媒体等
が挙げられる。また、記録媒体として、金属フィルム、金属板、ガラス等を使用すること
ができる。
【０１０２】
［記録物］
　本発明の記録物は、記録媒体と、本発明のインク組成物により記録媒体上に記録された
画像とを有する。すなわち、例えば、本発明のインク組成物をインクジェット記録装置に
より記録媒体に付与し、その後、付与されたインク組成物に活性放射線を照射して硬化す
ることで、記録物を得ることができる。また、活性放射線の照射と加熱とを行ってもよい
。
　なお、本発明のインク組成物は、インクによる画像形成以外の用途に用いてもよい。特
に、本発明のインク組成物は、紫外線等のエネルギー線照射により硬化し、記録媒体との
密着性に優れ、強度が良好なインク画像、即ち、硬化膜が得られるため、例えば、インク
組成物を平版印刷版のインク受容層となる画像記録層の形成等に使用してもよい。
【実施例】
【０１０３】
　以下実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例におけ
る形態に限定されるものではない。
　なお、特に断りのない限り、「部」、及び「％」は質量基準である。
【０１０４】
　実施例及び比較例で使用する化合物のうち、製造元の記載のない化合物は、公知の方法
で、若しくは、公知の方法を応用して、合成した。
【０１０５】
＜顔料分散物の調製＞
　次に示す顔料、分散剤、重合性化合物を混合して、ミキサー（シルバーソン社製Ｌ４Ｒ
）を用いて２，５００回転／分にて１０分撹拌して混合物を得た。その後、得られた混合
物を、ビーズミル分散機ＤＩＳＰＥＲＭＡＴ　ＬＳ（ＶＭＡ社製）に入れ、直径０．６５
ｍｍのＹＴＺボール（（株）ニッカトー製）を用い、２，５００回転／分で６時間分散を
行い、各色の顔料分散物（Ｙ、Ｍ、Ｃ、Ｋ、及びＷ）を調製した。
【０１０６】
　顔料分散物の調製に使用した成分の詳細を以下に示す。
・Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２（イエロー顔料、クラリアント社製）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１（マゼンタ顔料、クラリアント社製）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３（シアン顔料、クラリアント社製）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７（ブラック顔料、クラリアント社製）
・ＭＩＣＲＯＬＩＴＨ（登録商標）ＷＨＩＴＥ Ｒ－Ａ（ホワイト顔料、ＢＡＳＦ社製）
・ソルスパース３２０００（高分子分散剤、日本ルーブリゾール（株）製）
【０１０７】
イエロー顔料分散物（Ｙ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２　　　　　　　　　１０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　８５部
【０１０８】
マゼンタ顔料分散物（Ｍ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１　　　　　　　　１５部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　５部
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・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　８０部
【０１０９】
シアン顔料分散物（Ｃ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　２０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　７５部
【０１１０】
ブラック顔料分散物（Ｋ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７　　　　　　　　　　２０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　７５部
【０１１１】
ホワイト顔料分散物（Ｗ）
・顔料：ＭＩＣＲＯＬＩＴＨ　ＷＨＩＴＥ　Ｒ－Ａ　　　　　２０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　７５部
【０１１２】
（実施例１～２１及び比較例１～４）
＜インク組成物の調製＞
　表１に示す成分に、下記の成分（合計：１３部）をさらに加えて混合して、ミキサー（
シルバーソン社製Ｌ４Ｒ）を用いて１，０００回転／分にて５分撹拌し、混合物を得た。
その後、得られた混合物を、日本ポール（株）製カートリッジフィルター（製品名：プロ
ファイルＩＩＡＢ０１Ａ０１０１４Ｊ）を用いてろ過し、実施例１～２１及び比較例１～
４のインク組成物を調製した。
　調製されたインク組成物の２５℃での粘度は、いずれも下記表２に示すように、１９ｍ
Ｐａ・ｓ～３０ｍＰａ・ｓの範囲であった。インク組成物の粘度は、粘度計：ＶＩＳＣＯ
ＭＥＴＥＲ　ＲＥ－８５Ｌ（東機産業（株）製）を用い、２５℃の条件下で測定した。
【０１１３】
・重合禁止剤：Ｇｅｎｏｒａｄ　１６　　　　　　　　　　　　０．７５部
・光重合開始剤（開始剤（Ｂ））：ＩＴＸ　　　　　　　　　　２．０部
・光重合開始剤（開始剤（Ｂ））：Ｉｒｇａｃｕｒｅ　１８４　２．２部
・光重合開始剤（開始剤（Ｂ））：Ｉｒｇａｃｕｒｅ　８１９　８．０部
・界面活性剤：Ｂｙｋ　３０７　　　　　　　　　　　　　　　０．０５部
　（上記成分と、表１に記載の成分との合計：１００部）
　なお、下記表１～表３中、「－」は当該成分を含有しないことを表す。
　下記表１において、ＰＥＡ（＊）は、顔料分散物に由来するＰＥＡの量も含む。
【０１１４】
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【表１】

 
【０１１５】
　実施例、比較例に使用する各成分の詳細は以下の通りである。
　化合物（Ａ）としては、例示化合物（Ａ－１）～（Ａ－７）を用いた。比較化合物（Ｈ
－１）～（Ｈ－３）の構造は以下に示すとおりである。
【０１１６】
【化４】

【０１１７】
　開始剤（Ｂ），その他の重合性化合物（Ｃ）及び添加剤は以下の通りである。
・ＩＢＯＡ（イソボルニルアクリレート、単官能ラジカル重合性化合物、アロニックスＭ
－１５６、東亞合成（株）製）
・ＰＥＡ（２－フェノキシエチルアクリレート、単官能ラジカル重合性化合物、ビスコー
ト＃１９２、大阪有機化学工業（株）製）
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・ＣＴＦＡ（環状トリメチロールプロパンフォルマルアクリレート、ＳＲ－５３１、サー
トマー社、単官能重合性化合物：他の重合性化合物（Ｃ））
・ＴＨＦＡ（テトラヒドロフルフリルアクリレート、ＳＲ２８５、サートマー社、単官能
重合性化合物：他の重合性化合物（Ｃ））
・ＥＯＥＯＥＡ（２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、ＳＲ２５６、サー
トマー社製、単官能重合性化合物：他の重合性化合物（Ｃ））
・ＤＰＨＡ（ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、６官能ラジカル重合性化合物
、Ａ－ＤＰＨ、新中村化学社、多官能重合性化合物：他の重合性化合物（Ｃ））
・ＩＴＸ（２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、光重合
開始剤、ＢＡＳＦ社製、開始剤（Ｂ））
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ（登録商標）　１８４（１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル
－ケトン、光重合開始剤、ＢＡＳＦ社製、開始剤（Ｂ））
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ（登録商標）　８１９（ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）
－フェニルホスフィンオキサイド、光重合開始剤、ＢＡＳＦ社製、開始剤（Ｂ））
・Ｂｙｋ　３０７（界面活性剤、ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製）
・Ｇｅｎｏｒａｄ　１６（商品名：重合禁止剤、Ｒａｈｎ　ＡＧ社製）
【０１１８】
〔インク組成物の評価〕
　実施例１～２０及び比較例１～４のインク組成物について、基材密着性の評価、鉛筆硬
度試験による膜硬度の評価、及び、吐出性の評価を行った。結果を表２に示した。なお、
表２には、インク組成物の成分の一部を併記した。
【０１１９】
－基材密着性評価－
　基材（記録媒体）として、ポリカーボネートシート（ＰＣ、帝人化成（株）製）及びア
クリルシート（Ａｃｒｙｌ、日本アクリエース（株）製）を用い、各々の表面に、得られ
た実施例１～２０及び比較例１～４のインク組成物を、Ｋハンドコーター（バーＮｏ．２
）を用いてウェット膜厚１２μｍとなる量で塗布した。
　次いで、オゾンレスメタルハライドランプＭＡＮ２５０Ｌを搭載し、コンベアスピード
９．０ｍ／分、露光強度２．０Ｗ／ｃｍ２に設定した実験用ＵＶミニコンベア装置ＣＳＯ
Ｔ（（株）ジーエス・ユアサパワーサプライ製）により、エネルギー線により硬化させた
。被記録媒体への接着性は、硬化塗膜を用いてＩＳＯ２４０９（クロスカット法）により
下記の基準で評価した。結果を表２に示す。
　なお、下記基準０～５における格子の剥がれを示す「％」は、１ｍｍ間隔で直角に切り
込まれて形成された２５の格子数に対し、剥がれが観察された格子数の割合を百分率で示
したものである。
　格子の剥がれた割合（％）＝〔（剥がれの生じた格子数）／（全格子数）〕×１００
　０：カット縁が滑らかであり、全ての格子に剥がれがない。
　１：カットの交点において塗膜に小さな剥がれが観察される。剥がれが観察された箇所
は、全格子数の５％以下である。
　２：塗膜のカット部の縁に沿った部分、及びカット交点の少なくともいずれかにおいて
剥がれが観察される。剥がれが観察された箇所は、全格子数の５％を超え、１５％以下で
ある。
　３：塗膜のカット部の縁に沿って、部分的又は全面的に剥がれが観察されるか、或いは
、格子の種々の部分で部分的又は全面的な剥がれが観察される。剥がれが観察された箇所
は、全格子数の１５％を超え、３５％以下である。
　４：塗膜のカット部の縁に沿って、部分的又は全面的な剥がれが観察されるか、或いは
、格子の種々の部分で部分的又は全面的な剥がれが観察される。剥がれが観察された箇所
は、全格子数の３５％を超え、６５％以下である。
　５：剥がれが観察された箇所が、全格子数の６５％を超える。
　上記評価において、０～１が実用上許容されるレベルであると評価した。
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【０１２０】
－鉛筆硬度評価－
　基材密着性評価に用いたものと同様に作製したインク硬化膜について、ＪＩＳ　Ｋ５６
００－５－４に基づき、鉛筆硬度試験を行った。結果を表２に示す。
　本発明のインク組成物において、硬度の許容範囲はＨＢ以上であり、Ｈ以上であること
が好ましい。評価結果がＢ以下である印刷物は印刷物の取り扱い時に傷が生じる可能性が
あり好ましくない。
　なお、鉛筆は三菱鉛筆（株）製のＵＮＩ（登録商標）を使用した。
【０１２１】
－吐出安定性評価－
　インクのヘッドノズルでのインクジェット記録による吐出安定性を評価するために、下
記の条件でピエゾ型インクジェットノズルを有する市販のインクジェット記録装置（富士
フイルム社、ＬｕｘｅｌＪｅｔ　ＵＶ３６００ＧＴ／ＸＴ：商品名）により６０分間連続
吐出におけるノズルロス個数（ノズルが詰まった数）の評価を行った。
　実験は、記録媒体としてＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）フィルム（東レ（株）
）を用い、記録媒体上に実施例１～２０及び比較例１～４のインク組成物を、下記条件で
６０分間連続吐出して、露光（露光量：１０００ｍＷ／ｃｍ２）を行った場合のノズルロ
ス個数を数え、下記評価基準で評価した。なお、下記評価基準において、Ａ及びＢであれ
ば、実用上許容されるレベルである。
【０１２２】
＜吐出条件＞
チャンネル数：３１８／ヘッド
駆動周波数：４．８ｋＨｚ／ｄｏｔ
インク液滴：７滴、４２ｐｌ
温度：４５℃
【０１２３】
＜評価基準＞
Ａ：ノズルロスが５個未満である。
Ｂ：ノズルロスが５個以上１０個未満である。
Ｃ：ノズルロスが１０個以上である。
【０１２４】
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【表２】

 
【０１２５】
　表２に示す結果より明らかなように、本発明のインク組成物は、着色剤を用いない透明
インク組成物、着色剤を含むインク組成物のいずれも、使用する着色剤の有無、或いは、
種類に拘らず、インクジェット吐出安定性が良好であり、基材である記録媒体との密着性
（基材密着性）に優れ、硬質なインク画像が形成されることがわかる。
　また、実施例１２～実施例１８の結果より、化合物（Ａ）の含有量を好ましい範囲であ
る１０質量部～３０質量部とすることで、基材密着性がより向上することがわかる。
　他方、化合物（Ａ）を使用しないか、或いは、比較化合物を用いた比較例１～４のイン
ク組成物は、いずれも、インク画像と記録媒体である基材との密着性が実用上問題のある
レベルであり、インク画像の硬度が低く、記録物におけるインク画像が傷付き易いことが
懸念された。
【０１２６】
〔実施例２２～実施例２３、比較例５～８〕
（コーティング組成物の調製）
　下記表３に記載の成分に、下記の成分（合計：１３部）をさらに加えて混合して、ミキ
サー（シルバーソン社製Ｌ４Ｒ）を用いて１，０００回転／分にて５分撹拌した。その後
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、日本ポール（株）製カートリッジフィルター（製品名：プロファイルＩＩＡＢ０１Ａ０
１０１４Ｊ）を用いてろ過し、実施例２２～２３及び比較例５～８のコーティング組成物
を調製した。
・重合禁止剤：Ｇｅｎｏｒａｄ　１６　　　　　　　　　　　　０．７５部
・光重合開始剤（開始剤（Ｂ））：ＩＴＸ　　　　　　　　　　２．０部
・光重合開始剤（開始剤（Ｂ））：Ｉｒｇａｃｕｒｅ　１８４　２．２部
・光重合開始剤（開始剤（Ｂ））：Ｉｒｇａｃｕｒｅ　８１９　８．０部
・界面活性剤：Ｂｙｋ　３０７　　　　　　　　　　　　　　　０．０５部
　（上記成分と、表３に記載の成分との合計：１００部）
【０１２７】
【表３】

 
【０１２８】
（コーティング組成物の評価）
　得られた実施例２２～実施例２３、比較例５～比較例８のコーティング組成物について
、ポリビニルクロライドフィルム（表３中にＰＶＣと記載：Ａｖｅｒｙ　Ｄｅｎｎｉｓｏ
ｎ社）表面に、乾燥塗布量が１．０ｇ／ｍ２になるようにバー塗布した後、２００Ｗ水銀
キセノンランプ（ＥＸＥＣＵＲＥ　３０００（ＨＯＹＡ製）、波長＝３６５ｎｍ、露光量
８００ｍＪ／ｃｍ２）で露光して、コーティング組成物を、硬化させて、硬化膜を形成し
た。形成された硬化膜について、実施例１と同様にして基材密着性と鉛筆硬度を評価した
。
　結果を表３に併記した。
【０１２９】
　表３に示す結果より明らかなように、本発明のコーティング組成物は、基材との密着性
に優れ、硬度が良好な硬化膜が形成されることがわかる。他方、化合物（Ａ）を使用しな
いか、或いは、比較化合物を用いた比較例５～８のコーティング組成物は、いずれも、硬
化膜の基材密着性が実用上問題のあるレベルであり、硬化膜の硬度も低く、傷つき易いこ
とが懸念された。
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